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3度の修正を経て提出された「刑事訴訟法改正
案」が現在参議院で審議されています。しかし
ながら、本改正案はえん罪被害者の救済にはな
らず、むしろ現状よりも後退する問題法案です。

※正式には「刑事訴訟法改正」

1  「抗告」が全面禁止ではないこと
　裁判所が再審を決定した際に、検察側は不服申し立て（抗告）ができます。この抗告審により再審が
実現するまでの期間が長期化しています。社民党らは検察による抗告の全面禁止を求めてきました
が、改正案では「原則」禁止ですが例外規定が設けられています。これでは、原則禁止が空文化し同じ
ことが起きます。
　2  証拠開示の範囲を「再審請求理由に関連」するものに限定していること
　改正案では検察に対して証拠開示を義務付けますが、その範囲が「再審請求の理由と関連するもの」
に限定されます。これでは、えん罪被害者の無実を証明する証拠が提出されなくなるおそれがありま
す。また、法案には検察側の証拠一覧を開示させる規定がないことも問題です。
　3  証拠の目的外使用を罰則付きで禁止すること
　改正案は、再審の手続きやその準備以外の目的で証拠を公開する「目的外使用」を罰則付きで禁止に
します。再審法改正のきっかけとなった袴田事件は証拠が弁護側に開示され、支援者や報道機関に共
有されたことで、その不自然さがあらわとなりました。目的外使用の禁止によって、今後、証拠の矛盾
を発見することができなくなり、えん罪や誤判を招く恐れがあります。
 
　社民党福島みずほ党首が顧問を務める再審法に関する議員連盟は、昨年6月に議員立法として再審
法改正案を国会へ提出しました。議員立法は、抗告の全面禁止などを盛り込んだえん罪被害者の救済
法案でしたが、先の衆院解散により廃案となりました。
社民党はえん罪被害者の人権を守り早期に救済する法改正を求めていきます。


